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地域医療構想の推進のための支援策の概要
「地域医療構想調整会議」における協議に基づき、医療機能の分化・連携に取り組む医療機関に対し、地域医療

介護総合確保基金による補助金及び給付金の交付や医療提供体制の確保に資する設備の特別償却制度による
税制措置を通じて、地域医療構想の実現を支援するもの

地域医療構想の実現に向けた取組
地域における役割分担の明確化と将来の方向性を「地域医療構想調整会議」で協議し、その結果に基づき、医療機
関が施設整備・設備整備等を実施
（例）

急性期病床を回復期病床へ転換するための改修工事
急性期病床を廃止し、当該病室を他の用途に変更するために必要な改修工事
回復期に機能転換する病棟への設備整備、リハビリスタッフの雇用

地域医療介護総合確保基金（Ⅰ－１，Ⅰ－２事業）
医療機能分化・連携支援事業費補助金
回復期病床への転換や病床のダウンサイジングによる用途変
更に係る施設・設備整備等の費用を補助

病床機能再編支援事業費給付金
回復期以外の病床を削減する医療機関に対し、削減する
病床数や病床稼働率に応じて給付金を支給

医療機能分化・連携県民理解促進事業費補助金
医療機能分化・連携をテーマに県民に向けた講演会等を開
催する医療機関へ必要な経費の一部を補助

医療提供体制の確保に資する設備の特別償却制度
病床再編等の促進に向けた特別償却
具体的対応方針に基づく病床再編等に関するもので、工事
により取得又は建設した病院・診療所用の建物が対象

医療用機器の効率的な配置の促進に向けた特別
償却
全身用MRI、全身用CTが対象

医師及び医療従事者の労働時間短縮に資する機
器の特別償却
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延長部分



医療機能分化・連携支援事業費補助金（基金Ⅰ－１事業）の概要

補助率基準額対象経費区分

２分の１9,000千円×転換する病床数回復期病床への機能転換に必要な新築・改築
費用（工事費又は工事請負費）

回復期機能転換
施設整備助成

２分の１360千円×転換する病床数回復期病床への機能転換に必要な備品購入費
回復期機能転換
促進事業 ２分の１月額 350 千円（１名当たり）

(１施設３名まで、１名につき最大12箇月分まで)
上記により機能転換した病棟で勤務させるため
新たに雇用した職員（OT、PT、ST）の人件費

２分の１
【施設整備】
5,000 千円×減少する病床数
【設備整備】
360 千円×減少する病床数

回復期以外の病床を減少させ、他の施設に用
途変更するために必要な経費（工事費、工事
請負費及び備品購入費）

急性期病床等
用途変更促進事業

２分の１600 千円（１施設当たり）
回復期病床への機能転換に向けた経営診断、
収支分析等のコンサルティング経費
（中小病院・有床診療所のみ）

回復期機能転換
経営診断助成

２分の１5,000 千円×対象病床数※
※ 再編統合・機能分化連携に資すると認められる病床

複数の医療機関同士で行う再編統合や機能転
換に必要な施設・設備の整備費用

地域医療連携推進法
人等医療機能分化・連
携促進事業

○ 地域医療構想の実現に向けて医療機関が行う施設設備整備に係る経費を補助
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病床機能再編支援事業費給付金（単独支援給付金）（基金Ⅰ－２事業）

３

• 平成30 年度病床機能報告において、平成30 年７月１日時点の
病床機能について、高度急性期機能、急性期機能及び慢性期機
能（以下「対象３区分」という。）と報告した病床数の減少を
伴う病床機能再編に関する計画（単独病床機能再編計画）を作
成した医療機関の開設者又は開設者であった者

① 平成30 年度病床機能報告において、対象３区分として報告された病床の稼働病床数の合計から一日平均実働病床数（対象３区分の許可病床数
に対象３区分の病床稼働率を乗じた数）までの間の病床数の減少について、対象３区分の病床稼働率に応じ、減少する病床１床当たり下記の
表の額を支給
※ 平成30 年度病床機能報告から令和２年４月１日までに病床機能再編や休棟等により稼働病床数に変更があった場合は、平成30年度病床機能報告又は令和２年４月

１日時点の対象３区分の稼働病床数のいずれか少ない方を基準とすること。
② 一日平均実働病床数以下まで病床数が減少する場合は、一日平均実働病床数以下の病床数の減少については、2,280 千円／床を交付
③ 上記①及び②の算定に当たっては、回復期機能・介護医療院に転換する病床数、過去に本事業の支給対象となった病床数及び同一開設者の医

療機関へ融通した病床数を除く。

① 地域医療構想調整会議の議論の内容及び都道府県医療審議会の意見を踏まえ、
都道府県が地域医療構想の実現に向けて必要な取組であると認めたものであ
ること。

② 病床機能再編を行う医療機関における病床機能再編後の対象３区分の許可病
床数が、平成30 年度病床機能報告における対象３区分として報告された稼働
病床数の合計の90％以下であること。

１ 単独支援給付金
地域医療構想の実現のため、病院又は診療所であって療養病床又は一般病床を有するものが、病床機能再編（病床数の削減）

を実施する場合、減少する病床数に応じた給付金を支給する。

支給対象 支給要件

※地域医療構想の実現を目的としたものではない病床機能再編（経営困難等を踏まえ
た自己破産による廃院）は支給の対象外

支給額の算定方法

→ ①45,600千円 ＋ ②11,400千円 ＝ 57,000千円 の交付



地域医療介護総合確保基金（Ⅰ－１，Ⅰ－２事業）の期間延長について

現行の地域医療構想においては、2025年度（令和７年度）までの事業を地域医療介護総合確保基金「事業区分Ⅰ－１地域医療構想の達成
に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業」及び「事業区分Ⅰ－２地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に
関する事業」の対象としている。今般、基金を活用できる期間について、2026年度（令和８年度）まで１年間延長することとする。

現行の対象範囲事業概要事業区分

2025年度（令和７年度）までに施設整備等の費用を支出
する計画
※ 施設整備が2026年度（令和８年度）以降に継続することは問題な
いが、2026年度（令和８年度）以降に支出する費用は対象外

病床の機能分化・連携を推進するための、
医療機関における新築、増改築、改修等の
施設整備等に対する財政支援

地域医療構想の達成に向け
た医療機関の施設又は設備
の整備に関する事業
(区分Ⅰー１)

2025年度（令和７年度）までに病床機能の再編又は医療
機関の統合が完了する計画

自主的に行われる病床減少を伴う病床機能
再編や、病床減少を伴う医療機関の統合等
に取り組む際の財政支援

地域医療構想の達成に向け
た病床の機能又は病床数の
変更に関する事業
(区分Ⅰ－２)

2028年度～
（令和10年度～）

2027年度
（令和９年度）

2026年度
（令和８年度）

2025年度
（令和７年度）

～2024年度
（～令和６年度）

現行の対象範囲

新たな地域医療構想の検討と併せて別途
検討予定

対象範囲の延長

【地域医療介護総合確保基金を活用できる期間】

【現行の取扱い】

厚生労働省提供

資料を一部加筆
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